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（１）市内の事業所及び従業者
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います。ただし、従業者数では、「教育、学習支援業」および「宿泊業、飲食サービス業」

の減少が多く、「サービス業」での従業者数の大幅な減少は見られません。
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年以降の三鷹公共職業安定所所管区域における有効求人倍率は年々上昇

西東京市の事業所数および従業者数は、景気等に影響された傾向ではない様子がうかがえ

図表 4
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図表 4-3 産業大分類別従業者数の推移
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産業大分類別従業者数の推移
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特化係数とは、全国の各業種の就業者比率に対する西東京市の就業者比率の割合を示し

たものです。 

 男性の就業者数は、「卸売業、小売業」、「製造業」、「情報通信業」、「建設業」の順に、女

性の就業者数は「卸売業、小売業」、「医療、福祉」が多くなっています。 

 上記のうち、情報通信業を除いて特化係数は 1.0 を下回っています。 

図表 4-9 市内の就業者⼈口および特化係数（対全国） 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」（平成 22 年） 
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（２）近隣都市との比較 

 西東京市は北多摩 5 市では商業や産業の集積が高く、23 区近隣市に近い傾向があります。 

ただ、23 区近隣市と比べると特化係数の高い「情報通信業」も従業者数で差があります。 

 

 

大分類 中分類

小平市 東村山市 清瀬市 東久留米市 武蔵野市 三鷹市 調布市 狛江市
北多摩
5市内

23区
隣接市

産業 事業所数 H24 事業所 4,491 3,677 1,840 2,900 5,103 7,560 5,348 6,554 2,078 1 4

Ａ農業,林業・Ｂ漁業 H24 事業所 12 8 3 11 5 2 8 10 5 4 3

Ｃ鉱業,採石業,砂利採取業 H24 事業所 - - - - - - 1 - -

Ｄ建設業 H24 事業所 500 394 200 376 507 307 482 573 280 1 2

Ｅ製造業 H24 事業所 209 233 61 155 180 147 274 305 112 3 3

Ｆ電気・ガス・熱供給・水道業 H24 事業所 1 2 1 - 2 1 2 3 - 1 2

Ｇ情報通信業 H24 事業所 58 34 15 41 90 225 129 153 40 1 4

Ｈ運輸業,郵便業 H24 事業所 65 75 27 48 50 63 166 112 22 3 4

Ｊ金融業,保険業 H24 事業所 63 50 26 32 73 118 53 75 25 1 3

Ｋ不動産業,物品賃貸業 H24 事業所 362 274 141 256 460 1,051 908 606 283 1 4

Ｌ学術研究,専門・技術サービス業 H24 事業所 182 139 76 105 209 358 279 319 82 1 4

Ｍ宿泊業,飲食サービス業 H24 事業所 613 554 251 307 723 1,334 611 968 243 1 3

Ｎ生活関連サービス業,娯楽業 H24 事業所 449 400 212 259 579 691 416 616 191 1 3

Ｏ教育，学習支援業 H24 事業所 232 134 80 129 236 351 192 282 72 1 3

Ｐ医療,福祉 H24 事業所 421 350 202 282 534 618 477 600 170 1 3

Ｑ複合サービス事業 H24 事業所 20 19 8 17 22 19 20 22 7 1 1

Ｒサービス業（他に分類されないもの） H24 事業所 199 143 85 156 181 305 273 319 89 2 4

従業者数 H24 人 48,394 35,355 18,072 26,894 48,271 87,590 57,640 72,564 17,712 2 4

Ａ農業,林業・Ｂ漁業 H24 人 130 40 11 80 20 12 49 50 23 4 4

Ｃ鉱業,採石業,砂利採取業 H24 人 - - - - - - 11 - -

Ｄ建設業 H24 人 3,795 2,240 1,135 1,963 3,895 2,132 3,077 4,075 1,784 1 2

Ｅ製造業 H24 人 7,408 3,914 1,259 3,722 2,965 6,409 6,883 3,576 950 4 4

Ｆ電気・ガス・熱供給・水道業 H24 人 12 119 4 - 21 215 30 136 - 2 4

Ｇ情報通信業 H24 人 557 475 49 522 995 3,592 2,136 2,576 213 1 4

Ｈ運輸業,郵便業 H24 人 2,146 2,053 607 1,608 2,197 2,284 4,760 3,262 624 1 4

Ｉ卸売業,小売業 H24 人 9,426 7,425 2,985 6,753 10,359 16,571 10,260 16,543 3,927 1 3

Ｊ金融業,保険業 H24 人 661 919 263 438 1,076 5,173 1,400 4,419 231 1 4

Ｋ不動産業,物品賃貸業 H24 人 1,216 946 464 794 1,918 5,006 2,419 2,559 813 1 4

Ｌ学術研究,専門・技術サービス業 H24 人 1,037 752 398 469 792 3,744 2,187 2,619 607 2 4

Ｍ宿泊業,飲食サービス業 H24 人 5,086 4,217 1,778 2,658 5,453 16,637 4,916 8,785 1,578 1 3

Ｎ生活関連サービス業,娯楽業 H24 人 2,384 2,006 1,082 1,224 3,531 4,542 1,975 3,866 927 1 3

Ｏ教育，学習支援業 H24 人 4,675 1,240 995 1,125 3,157 7,226 3,520 5,602 645 2 4

Ｐ医療,福祉 H24 人 7,297 7,513 6,342 4,201 8,021 8,832 10,138 8,992 3,207 1 4

Ｑ複合サービス事業 H24 人 208 271 124 252 215 180 197 191 80 3 1

Ｒサービス業（他に分類されないもの） H24 人 2,356 1,225 576 1,085 3,656 5,035 3,682 5,313 2,103 1 4

事業所数：Ｉ卸売業,小売業 H24 事業所 1,105 868 452 726 1,252 1,970 1,057 1,591 457 1 3

年間商品販売額 H19 百万円 132,419 98,109 37,612 95,587 131,064 281,475 129,052 196,391 40,655 2 3

商業集積地区数 H19 地区 10 9 6 4 16 7 10 10 3 1 1

年間商品販売額(商業集積地区内） H19 ％ 25.0% 33.2% 70.2% 47.0% 46.7% 82.2% 46.4% 44.6% 30.4% 3 2

販売効率（１㎡当たり年間商品販売額） H19 万円 83 89 88 82 69 111 97 113 X 5 4

農用地面積 区部H23、市部等24 ha 207 179 222 185 172 35 167 154 41 5 1

農用地比率 区部H23、市部等24 ％ 10.1% 10.4% 21.9% 14.3% 10.8% 3.3% 10.2% 7.1% 6.4% 3 1

農家数 H22 戸数 286 319 290 299 276 79 297 295 129 5 3

女性25～39歳就業率 H22 ％ 55.2% 51.7% 60.0% 59.7% 55.8% 60.3% 57.6% 59.3% 60.7% 3 5

女性25～39歳：家事の他に仕事 H22 ％ 9.7% 9.5% 11.3% 12.1% 9.0% 5.9% 8.5% 8.5% 7.9% 5 1

女性25～39歳：家事のみ H22 ％ 26.4% 26.5% 25.4% 30.9% 24.1% 18.4% 18.3% 21.9% 20.3% 5 1

女性35～39歳就業率 H22 ％ 50.1% 48.4% 55.6% 56.3% 51.0% 54.4% 52.1% 53.9% 54.9% 3 5

平均より高い項目 平均以下の項目

女性
就業

順位

事業
所

従業
者

小売
業

農地

指標 年次 単位

北多摩５市

西東京市

23区隣接市
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出典：統計にしとうきょう（平成
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■地域別の状況と見通し 

 商業集積地は駅前を中心として見られますが、将来的に超高齢化が進む中で、

買物の利便性について考慮する必要がある地域もいくつか見られます。 

 

◇町丁目別小売業年間販売額 

 

◇町丁目別高齢化率 2060 年 
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（４）農業の状況 

 農家数、従事者数、販売金額とも減少傾向にあります。 

 

 

 

2 1,967

7 1,709

12 1,528

17 1,117

22 905

資料：農林業センサス報告

(1) 専兼業別農家数及び農業就業人口

農業就業
人　　口

総農家数 専業農家
農業が主

129

293

276(77)

66 177 56

42

398

355

32

88

121

70 41

324(81)

306(78)

301

(単位：戸，人)

兼業が主

90 138 28 110

  注：平成12年調査からは、自給的農家数を区分して調査している。（　）内は、自給的農家数で
あり、総
     農家数に含まれる。

(各年2.1)

兼業農家年

12 343

366 73

(各年2.1)

総　数 男 女 総　数 男 女 総　数 男 女

総　数 1,528 732 796 1,117 529 588 905 430 475

 0～14歳 225 97 128 165 74 91 102 41 61

15～19歳 88 40 48 67 27 40 49 25 24

20～29歳 184 97 87 123 63 60 86 40 46

30～39歳 160 78 82 101 52 49 83 45 38

40～49歳 219 120 99 180 84 96 110 54 56

50～59歳 161 79 82 116 65 51 141 75 66

60～69歳 207 93 114 134 63 71 101 46 55

70歳以上 284 128 156 231 101 130 233 104 129

(5) 男女別年齢別世帯員数（販売農家）

　資料：農林業センサス報告

17 22
年 齢 

12

　  注：数値は、販売農家での人数（自給的農家を除く。)

（単位：人）



（５）起業環境

 

 創業比率は

 また、

（５）起業環境 

創業比率は 23

また、23 区近隣市の中で武蔵野市は創業比率が向上しています。

 

23 区近隣市と同程度の水準にありますが、近年は低下しています。

区近隣市の中で武蔵野市は創業比率が向上しています。

区近隣市と同程度の水準にありますが、近年は低下しています。

区近隣市の中で武蔵野市は創業比率が向上しています。
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区近隣市と同程度の水準にありますが、近年は低下しています。

区近隣市の中で武蔵野市は創業比率が向上しています。

区近隣市と同程度の水準にありますが、近年は低下しています。

区近隣市の中で武蔵野市は創業比率が向上しています。

区近隣市と同程度の水準にありますが、近年は低下しています。

区近隣市の中で武蔵野市は創業比率が向上しています。 

区近隣市と同程度の水準にありますが、近年は低下しています。 

 

 



 

（６）

 

 西東京市の就業者の約半数は都内へ通勤しています。

 なお、市内で働く人は半数が西東京市民です。

 

  

）市内の産業別就業人口構造

西東京市の就業者の約半数は都内へ通勤しています。

なお、市内で働く人は半数が西東京市民です。

市内の産業別就業人口構造

西東京市の就業者の約半数は都内へ通勤しています。

なお、市内で働く人は半数が西東京市民です。

市内の産業別就業人口構造 ～市内に暮らす人が従事する産業

西東京市の就業者の約半数は都内へ通勤しています。

なお、市内で働く人は半数が西東京市民です。
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～市内に暮らす人が従事する産業

西東京市の就業者の約半数は都内へ通勤しています。

なお、市内で働く人は半数が西東京市民です。

～市内に暮らす人が従事する産業

西東京市の就業者の約半数は都内へ通勤しています。 

なお、市内で働く人は半数が西東京市民です。 

～市内に暮らす人が従事する産業 



 

市内の就業者は、全国、東京都と比べて第３次産業へ従事している割合が高く、

ほぼ同じ構成比となっています。

  

ちなみに、市内の就業率は、男性の場合、

前後で推移し、全国より低く、東京都よりやや高い傾向となっています。一方、女性の場

合、20

歳代にかけて

が低く、子育て世代の仕事をしていない層が多いことが考えられます。

市内の就業者は、全国、東京都と比べて第３次産業へ従事している割合が高く、

ほぼ同じ構成比となっています。

ちなみに、市内の就業率は、男性の場合、

前後で推移し、全国より低く、東京都よりやや高い傾向となっています。一方、女性の場

20 歳代後半に

歳代にかけて 60

が低く、子育て世代の仕事をしていない層が多いことが考えられます。

市内の就業者は、全国、東京都と比べて第３次産業へ従事している割合が高く、

ほぼ同じ構成比となっています。

ちなみに、市内の就業率は、男性の場合、

前後で推移し、全国より低く、東京都よりやや高い傾向となっています。一方、女性の場

歳代後半に 60％に達するものの、

60％にとなる

が低く、子育て世代の仕事をしていない層が多いことが考えられます。

図

市内の就業者は、全国、東京都と比べて第３次産業へ従事している割合が高く、

ほぼ同じ構成比となっています。 

図表 4-7

ちなみに、市内の就業率は、男性の場合、

前後で推移し、全国より低く、東京都よりやや高い傾向となっています。一方、女性の場

％に達するものの、

％にとなる M 字を描いています。全国および東京都よりもこの

が低く、子育て世代の仕事をしていない層が多いことが考えられます。

図表 4-8 性別・年齢階級別市内就業率
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市内の就業者は、全国、東京都と比べて第３次産業へ従事している割合が高く、

7 産業別就業者構成比

出典：総務省統計局「国勢調査

ちなみに、市内の就業率は、男性の場合、20 歳代後半で

前後で推移し、全国より低く、東京都よりやや高い傾向となっています。一方、女性の場

％に達するものの、30 歳代後半にかけて

字を描いています。全国および東京都よりもこの

が低く、子育て世代の仕事をしていない層が多いことが考えられます。

性別・年齢階級別市内就業率

出典：総務省統計

市内の就業者は、全国、東京都と比べて第３次産業へ従事している割合が高く、

産業別就業者構成比 

出典：総務省統計局「国勢調査

歳代後半で 60％を超え、

前後で推移し、全国より低く、東京都よりやや高い傾向となっています。一方、女性の場

歳代後半にかけて

字を描いています。全国および東京都よりもこの

が低く、子育て世代の仕事をしていない層が多いことが考えられます。

性別・年齢階級別市内就業率

出典：総務省統計

市内の就業者は、全国、東京都と比べて第３次産業へ従事している割合が高く、

出典：総務省統計局「国勢調査

％を超え、30～

前後で推移し、全国より低く、東京都よりやや高い傾向となっています。一方、女性の場

歳代後半にかけて 50%に落ち込み、その後

字を描いています。全国および東京都よりもこの

が低く、子育て世代の仕事をしていない層が多いことが考えられます。 

性別・年齢階級別市内就業率 

出典：総務省統計局「国勢調査

市内の就業者は、全国、東京都と比べて第３次産業へ従事している割合が高く、23

出典：総務省統計局「国勢調査」（平成 22

～60 歳代は

前後で推移し、全国より低く、東京都よりやや高い傾向となっています。一方、女性の場

に落ち込み、その後

字を描いています。全国および東京都よりもこの M 字の底

 

局「国勢調査」（平成 22

23 区と

22 年） 

歳代は 80％

前後で推移し、全国より低く、東京都よりやや高い傾向となっています。一方、女性の場

に落ち込み、その後 50

字の底

 

22 年） 



 主な産業別に、就業者を性別、年齢階級別に見てみると、男女ともに就業者が多い『卸

売業，小売業』は、

性）』は、

多いのは、男女ともに『情報通信業』となっています。

 

 

 

主な産業別に、就業者を性別、年齢階級別に見てみると、男女ともに就業者が多い『卸

売業，小売業』は、

性）』は、30～59

多いのは、男女ともに『情報通信業』となっています。

主な産業別に、就業者を性別、年齢階級別に見てみると、男女ともに就業者が多い『卸

売業，小売業』は、30～49 歳が

59 歳が約 70％を占めています。なお、

多いのは、男女ともに『情報通信業』となっています。

図表

主な産業別に、就業者を性別、年齢階級別に見てみると、男女ともに就業者が多い『卸

歳が 40％超となっています。また就業者が多い『医療，福祉（女

％を占めています。なお、

多いのは、男女ともに『情報通信業』となっています。

表 4-10 市内の性別・年齢階級別産業⼈口
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主な産業別に、就業者を性別、年齢階級別に見てみると、男女ともに就業者が多い『卸

％超となっています。また就業者が多い『医療，福祉（女

％を占めています。なお、

多いのは、男女ともに『情報通信業』となっています。

市内の性別・年齢階級別産業⼈口

出典：総務省統計局「国勢調査

主な産業別に、就業者を性別、年齢階級別に見てみると、男女ともに就業者が多い『卸

％超となっています。また就業者が多い『医療，福祉（女

％を占めています。なお、49 歳以下の働き盛りの世代の割合が

多いのは、男女ともに『情報通信業』となっています。 

市内の性別・年齢階級別産業⼈口

出典：総務省統計局「国勢調査

主な産業別に、就業者を性別、年齢階級別に見てみると、男女ともに就業者が多い『卸

％超となっています。また就業者が多い『医療，福祉（女

歳以下の働き盛りの世代の割合が

市内の性別・年齢階級別産業⼈口 

出典：総務省統計局「国勢調査

主な産業別に、就業者を性別、年齢階級別に見てみると、男女ともに就業者が多い『卸

％超となっています。また就業者が多い『医療，福祉（女

歳以下の働き盛りの世代の割合が

出典：総務省統計局「国勢調査」（平成 22

主な産業別に、就業者を性別、年齢階級別に見てみると、男女ともに就業者が多い『卸

％超となっています。また就業者が多い『医療，福祉（女

歳以下の働き盛りの世代の割合が

22 年） 


